
                             

別紙１ 

 

議題１ 令和元年度上下水道事業の財政状況について 

 

議事の（１）「令和元年度上下水道事業の財政状況について」ご説明申し上げ

ます。 

お手元の資料１ １ページ「天理市水道事業の財政状況」をご覧下さい。 

最初に、水道事業についてご説明いたします。資料の左側に令和元年度水道

事業決算について、収益内訳と費用内訳をそれぞれ円グラフと表で示しており

ます。 

（１）の令和元年度 水道事業収益の「収益内訳」図－１の円グラフと表－

１をご覧ください。収益の総額は１８億８，３４６万５千円で、収入の主なも

のといたしましては、給水収益の水道料金収入が１７億４，９５２万４千円で

全体の９３％を占めております。また、長期前受金戻入は１億９７０万１千円

あり、全体の６％を占めております。 

次に（２）の令和元年度 水道事業費用の「費用内訳」図－２の円グラフと

表－２をご覧下さい。費用総額は１７億４，７５２万５千円で、支出の主なも

のといたしましては減価償却費が５億２，８３６万４千円、県営水道の受水費

が５億２，０００万円で、合わせますと全体の約６０％を占めております。こ

の結果、表－３にございます令和元年度の損益収支は、長期前受金戻入を含み

まして１億３，５９４万円の純利益となりました。 

 続きまして資料の右側の（３）「前年度比較表」をご覧下さい。 令和元年度

とその前年度の平成３０年度の比較となっております。前年度との比較で主な

増減要因を説明させていただきます。始めに表－４でございます。年間有収水

量は、工場用等の使用水量が減少したことにより、前年度に比べ３０万６，７

２２㎥減少いたしまして、７４９万１４８㎥となりました。次に供給単価です

が、これは、ご使用の皆様からいただいております水道料金の１㎥当たりの平

均単価でございます。令和元年度は、前年度に比べ大口使用者の使用水量が減

少したため６円/㎥下がり２３４円になりました。次に給水原価ですが、これは

有収水量１㎥当たりの経費でございます。費用が増加したこと等により前年度

に比べ１４円/㎥上がり２１７円となりました。続いて下の表－５でございます。 



                             

水道事業収益のうち、給水収益は人口減少や先ほども申し上げましたが工場

用等の使用水量減少に伴い年間有収水量が減り前年度に比べ１億１，７９５万

５千円(6.3％)減少の１７億４，９５２万４千円となりました。収益合計は、前

年度に比べ１億３，２９３万１千円(6.6％)減少の１８億８，３４６万５千円と

なりました。水道事業費用につきましては、未償還金残高の減少に伴い支払利

息が、１，０６３万３千円減少いたしましたが、受水費及び委託料で４，２９

６万９千円増加するなど、費用合計は前年度に比べ２，９９４万６千円(1.7％)

増加の１７億４，７５２万５千円になりました。以上のことから令和元年度の

当年度純利益は、前年度と比較しまして１億６，２８７万７千円減少となりま

した。 

今後も水需要は減少傾向にあり、給水収益の減少は長期的に続くと思われま

すが、継続してコスト削減を行い、安定経営を目指してまいります。 

次の２ページ・３ページは、水道事業の損益計算書・貸借対照表をつけてお

りますので、ご清覧下さい。 

続きまして、４ページ「天理市下水道事業の財政状況」をご覧下さい。 

下水道事業についてご説明いたします。 

水道事業と同様に、資料の左側に令和元年度下水道事業決算を収益内訳と費

用内訳の円グラフと表で示しております。 

（１）の令和元年度 下水道事業収益の「収益内訳」図－３の円グラフと表

－６をご覧ください。収益の総額は２７億８，４０５万８千円で、収入の主

なものといたしまして、下水道使用料収入１１億６，７６４万４千円、市か

らの補助金１１億６，４０９万３千円でございます。合わせますと全体の約

８４％を占めております。また、長期前受金戻入が４億１，０９４万２千円

で全体の１５％を占めております。 

次に（２）令和元年度 下水道事業費用の「費用内訳」図－４の円グラフと

表－７をご覧ください。費用総額２３億１，４９７万６千円で、支出の主な

ものといたしましては減価償却費が１２億３，３２０万円、流域下水道維持

管理負担金が５億１，７５７万６千円でございます。合わせますと全体の約

７６％を占めております。さらに、支払利息が３億３，０２２万４千円で全

体の１４％を占めており、約９割が固定的に必要となる費用でございます。

この結果、表－８にございます令和元年度の損益収支は、他会計からの補助



                             

金、負担金に依存するものですが、先ほどの長期前受金戻入を含みまして４

億６，９０８万２千円の純利益となりました。 下水道事業は令和元年度も

多額の繰入金を市から受けることにより、経営が成り立っているのが実情で

ございます。 

 続きまして資料の右側の（３）「前年度比較表」をご覧下さい。水道事業と同

様に、令和元年度と前年度の平成３０年度の比較表を付けております。前年度

との比較で主な増減要因を説明させていただきます。表－９ですが、年間排水

量は、家庭用等の排水量が減少したことにより、前年度に比べ１３万１，２０

４㎥減少の７７９万８，２３６㎥となりました。次に、下の表－10 ですが、下

水道使用料は、前年度に比べ４１０万７千円減少の１１億６，７６４万４千円

となりました。その他の収益については、他会計負担金と他会計補助金で３，

３１４万６千円(2.7％)減少したことや長期前受金戻入等の減少により、収益合

計は前年度に比べ３，５２７万３千円(1.3％)減少の２７億８，４０５万８千円

となりました。費用では、汚水の処理費用として支払う流域下水道維持管理負

担金が１，３４７万８千円増加しましたが、支払利息が未償還金残高の減少に

伴いまして３，６５１万円減少したこと等により、前年度に比べ７２０万９千

円(0.3％)減少の２３億１，４９７万６千円となりました。以上のことから令和

元年度の当年度純利益は、前年度と比較しまして２，８０６万４千円の減少と

なりました。 

次の５ページ・６ページは、下水道事業の損益計算書・貸借対照表をつけて

おりますので、ご清覧下さい。 



                             

別紙２ 

議題２ 経営戦略について 

続きまして、議事の（２）「経営戦略について」ご説明申し上げます。 

お手元の資料２の①「公営企業の「経営戦略」の策定について」をご覧くだ

さい。 

総務省では、各公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくには

経営基盤強化と財政マネジメントの向上に取り組むことが必要であるため、中

長期的な経営の基本計画である「経営戦略」の策定を平成３２年度（令和２年

度）までに策定率１００％になるように要請を行いました。下の左側の図をご

覧ください。経営戦略のイメージといたしまして、長期の人口減少推計を踏ま

えた将来の水需要予測等に基づく合理的な投資額の設定や長寿命化等による平

準化等を考慮した「投資計画」を試算し、その財源を確保するように１０年以

上を計画し３年から５年ごとの見直しを行うというものです。今回策定しまし

た経営戦略は、総務省が策定しました「経営戦略策定ガイドライン」に沿って

行ったものでございます。 

それでは、お手元の資料２の②「天理市水道事業経営戦略」をご覧ください。 

水道事業につきましては、平成２８年度に策定しました天理市水道施設全体

の更新に係る中長期の基本計画（天理市水道管路等更新計画）を投資計画の基

本として今回策定を行いました。 

１ページをお願いします。本市の給水状況といたしましては、表１「天理市

水道事業の給水状況」でございます。本市の水道事業は、昭和６年 10 月から供

給を開始しており、計画給水人口は 69,000 人、現在給水人口は 64,119 人でご

ざいます。施設につきましては、表２「天理市水道事業の施設状況」でござい

ます。自己水源といたしまして、浄水場が２か所あり天理ダムを水源とする豊

井浄水場、井戸水を水源とする杣之内浄水場でございます。また、県営水道か

らの受水をしており、その水源といたしましては宇陀川水系からの桜井浄水場、

吉野川水系からの御所浄水場の２カ所からとなっております。配水池は市内各

所に１７か所ございます。２ページの図１に位置図を示しております。６ペー

ジをお願いします。総務省から示されております「経営比較分析表」を用いま

して、水道事業の経年比較や類似団体との比較等を行い、「平成 30 年度の経営



                             

指標の状況」を分析いたしました。赤い折れ線グラフが類似団体平均値で、青

い棒グラフが天理市となっております。経営の健全性・効率性につきましては、

①経常収支比率と⑤料金回収率の両方が類似団体平均値より上回っております

ので、健全な経営ができていると考えられます。一方、老朽化の状況につきま

しては 1番下の①有形固定資産減価償却率②管路経年化率のグラフが類似団体

平均値より上回り③管路更新率が下回っておりますので、老朽化が進んでいる

と考えられ今後計画的な更新が必要となってきます。８ページをお願いします。 

将来の予測でございますが、図 4・図５で示しておりますように人口減少が

進み使用水量の減少とともに、料金収入は今後 10 年間で約 10.1％減少すると

見込んでおります。９ページ・10 ページをお願いします。現在、奈良県域にお

きまして県域水道一体化の検討を進められているところでございますが、現段

階におきましては単独経営を継続して行っていくという場合を想定した計画と

しております。今後におきましては事業環境に応じまして計画の見直しを行う

必要があると考えております。経営の基本方針といたしまして、天理ダム、地

下水、県営水道の受水、この３水源のうち財政面で有利であることから天理ダ

ム、地下水を水源といたしました自己水を優先的に有効活用してまいります。

又、管路のダウンサイジング、施設の統廃合することにより、経営の効率化を

図ってまいります。また、更新需要でございますが図 7で示めしておりますよ

うに、青く着色しております管路の更新需要を平準化することにより、更新の

集中期を避け財政負担を軽減してまいります。14 ページ・15 ページをお願いし

ます。投資・財政計画でございます。初めに 15 ページをお願いします。「資本

的収支」でございます。中ほどにございます「資本的支出」の「1建設改良費」

につきましては、年間約１０億円を見込み、令和２年度から令和１１年度まで

の１０年間で約９７億円を見込んでおります。その財源といたしましては、一

番上にございます「資本的収入」の「1企業債」を約２９億円、「３他会計補助

金」「６国・県補助金」「８工事負担金」これらを合わせまして約１０億円、残

りを自己財源で見込んでいます。戻っていただきまして、14 ページをお願いし

ます。「収益的収支」でございます。「収益的収入」の２段目にございます「（1）

料金収入」でございますが、人口減少等による漸減傾向によりまして令和２年

度で約１７億１千万円Ｄえあったものが令和１１年度では約１５億４千万円と



                             

約１億７千万円減少する見込みでございます。その影響により料金の見直しを

行わない場合は、中ほどにございます（Ｈ）と（Ｉ）の間の「当年度純利益又

は純損失」でございますが、令和１０年度からは純損失が発生する見込みでご

ざいます。この点につきましては、県域水道一体化の動向を見極めながら５年

を目安に計画の見直しを行っていきたいと考えております。 

続きまして、お手元の資料２の③「天理市下水道事業経営戦略」をご覧くだ

さい。下水道事業につきましては、今年度策定いたしましたストックマネジメ

ント計画に基づいた投資計画により策定を行いました。１ページ・２ページを

お願いします。事業の概要といたしましては、２ページの「表１天理市下水道

事業の施設状況」でございます。本市の下水道事業は、昭和４９年 7月１日か

ら公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業の供用を開始いたしました。

また、平成９年 7月７日から藤井地区をはじめとして長滝地区、福住地区、苣

原・仁興地区の４地区において農業集落排水事業を開始いたしました。 

施設状況といたしまして公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業につ

きましては単独処理場ではなく大和郡山市にございます奈良県流域下水道セン

ターに接続することにより処理を行っております。東部の山間に位置しており

ます農業集落排水事業につきましては、藤井地区、長滝地区、福住地区、苣原・

仁興地区の４か所の処理施設で処理を行っております。また、雨水ポンプ場に

つきましては嘉幡町に１か所ございます。３ページには主な施設の位置図を示

しております。７ページをお願いします。水道事業と同様に総務省から示され

ております「経営比較分析表」を用いまして、下水道事業の経年比較や類似団

体との比較等を行い、「平成 30 年度の経営指標の状況」を分析いたしました。 

会計につきましては、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業

集落排水事業の３事業を合わせて 1つの会計で行っておりますが、分析につき

ましては、それぞれ３事業に分けて行っております。８ページをお願いします。

公共下水道事業でございます。水道と同様に赤い折れ線グラフが類似団体平均

値で、青い棒グラフが天理市となっております。経営の健全性・効率性につき

ましては、①経常収支比率と⑤経費回収率の両方が類似団体平均値より上回っ

ておりますので経営の健全化は保たれていると考えられます。また、老朽化の

状況につきましては 1番下のグラフになりますが、①有形固定資産減価償却率



                             

のグラフが類似団体平均値より下回り③管渠改善率は上回っておりますので、

類似団体平均値に比べ老朽化施設は改善されていると考えられますので、今後

も継続して国庫補助金を活用した更新を行っていきたいと考えています。９ペ

ージをお願いします。特定環境保全公共下水道事業でございます。特定環境保

全公共下水道事業につきましては、公共下水道事業に比べて人口密度が低く経

費に対する使用料収入が少ないため⑤経費回収率は 95.66％と 100％に達して

いません。このことから使用料収入で汚水処理に要した費用が賄えておらず、

一般会計からの繰入金に頼らざるを得ない状況でございます。老朽化の状況に

つきましては、現在は耐用年数を超えた管はございませんが、今後は増加して

いくことが見込まれるため、計画を立て更新を実施してくことが必要となりま

す。10 ページをお願いします。農業集落排水事業でございます。農業集落排水

事業につきましても特定環境保全公共下水道事業と同様に、公共下水道事業に

比べて更に人口密度が低く経費に対する使用料収入が少ないため、⑤経費回収

率は 69.92％となっております。同様に一般会計からの繰入金に頼らざるを得

ない状況にございます。今後は、現在稼働している施設や管渠を順次更新して

くことが必要となってきます。12 ページをお願いします。将来の予測でござい

ますが、図 4・図５で示しておりますように人口減少が進み排水量の減少とと

もに使用料収入は今後 10 年間で約 12.6％減少すると見込んでおります。13 ペ

ージ・14 ページをお願いします。経営の基本方針といたしまして、公共の管路

施設につきましては長寿命化計画に代わる下水道ストックマネジメント計画に

基づいて下水道施設の改築・更新を実施してまいります。令和３年度からは、

下水道施設全体（管路施設及び雨水ポンプ場）の点検・調査、修繕・改築を実

施いたします。農業集落排水施設の機能保全のために、４地区の老朽化に対す

る機能診断と個別施設計画が調整された最適整備構想を策定し、これに基づい

て老朽化対策を進めてまいります。経営基盤強化への取組といたしまして、企

業債の新規借入については、一定程度の借入を行う必要がありますが、今後も

できる限り抑制することで支払利息の負担軽減を図りまして、使用料収入の減

少に対応できる経営基盤の強化を図ってまいりたいと考えています。17 ペー

ジ・18 ページをお願いします。投資・財政計画でございます。初めに 18 ペー

ジをお願いします。「資本的収支」でございます。中ほどにございます「資本的



                             

支出」「1建設改良費」につきましては、年間約４億円を見込み、令和２年度か

ら令和１１年度までの１０年間で約４２億円を見込んでおります。その財源と

いたしましては、一番上にございます「資本的収入」「1企業債」を１０年間で

約１７億円、「６国・県補助金」を約１０億円、残りを「２他会計出資金」「３

他会計補助金」と自己財源で見込んでおります。計画年度以降には、法定耐用

年数の超える管渠が急速に増大していくため、その更新に備え、できるだけ内

部留保資金を確保していく必要がございます。戻っていただきまして 17 ページ

をお願いします。「収益的収支」でございます。「収益的収入」の２段目にござ

います「（1）料金収入」でございますが、水道事業と同様に人口減少等による

漸減傾向によりまして、令和２年度で約１１億８千万円であったものが令和１

１年度では約１０億３千万円と約１億５千万円減少する見込みでございます。

将来的にも一般会計からの繰入金に頼らざるを得ない状況にございます。今後

は更なる経費削減努力と経営の効率化を図っていきたいと考えております。 

 



                             

別紙３ 

 

議題３ 水道事業の広域化について 

 

続きまして、議事の（３）水道事業の広域化についてご説明申し上げます。 

先月１月２５日に奈良ロイヤルホテルにおきまして、「水道事業等の統合に関

する覚書締結式」が開催されました。覚書に参加いたしましたのは大和郡山市

を除きます２７市町村と県及び奈良広域水質検査センター組合でございます。

お手元には、水道事業等の統合に関する覚書の写しと水道事業等の統合に関す

る基本方針、そして、令和２年１１月２６日に開催されました「第２回水道サ

ミット」の資料を添えております。サミットの資料の内容につきましては前回

の経営審議会でご説明をさせていただいたものからは大きく変わっておりませ

んが、次の３点の変更点がございます。 

 １点目は、「覚書の締結に、県と２７市町村の関係団体に加えて「奈良広域水

質検査センター組合」が追加になったこと」 

２点目は、「水道事業について統合効果が見られない葛城市・大淀町につきま

しては、将来的な料金統一を条件にセグメント会計で対応すること」 

３点目は、「水道事業で生みだされた資産等は企業団にすべて引き継ぐものと

すること」 

以上でございます。 

今後のスケジュールでございますが、令和３年度に（仮称）奈良県広域水道

企業団設立準備協議会を県に設置いたしまして、水道事業等の統合に向けた協

議検討を行ってまいります。そして、基本協定の締結を経て令和６年度までに

（仮称）奈良県広域水道企業団を設立するとともに、令和７年度までに企業団

事業を開始いたしまして国の交付金制度を最大限に活用した事業を目指すとい

うものでございます。 

本市といたしましては、今後一体化の議論に参加し協議検討を行った内容を

ご報告させていただき、基本協定の締結時には、本審議会におきましてご審議

をお願いさせていただきたいと考えております。 


